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｢地方共同の金融機構のあり方に関する検討会｣開催要綱

(莱)

ll.趣 旨l

生活対策 (平成20年10月30日 ｢新たな経済対策に関する政

府 ･与党会議､経済対策閣僚会議合同会議｣)において ｢地方自治体

(一般会計)に長期 .低利の資金を融通できる､地方共同の金融機

構の創設について検討する｣とされた｡

このような金融機構の創設は､地方債資金のあり方と大きなかか

わりを持つものであることから､地方財政に関する重要事項を審議

する地方財政審議会に検討会を設け､意見をとりまとめる｡

】2.名 画
本検討会は､｢地方共同の金融機構のあり方に関する検討会｣(以

下 ｢検討会｣という｡)と称する｡

地方財政審議会委員に加え､より広範かつ専門的な見地から検討

を行うため､地方公共団体関係者や地方財政関係の有識者等を地方

財政審議会令第2条に基づく ｢特別委員｣(総務大臣任命)とし､検

討を行うこととする｡(別紙)

14.運 営t
(1)会長は､検討会を召集し､主宰するO

(2)会長は､必要に応じ､関係団体等に出席を求めることができ

る｡

(3)検討会は､公開しないが､検討会終了後､配付資料を公表す

るとともに､必要に応じブリーフィングを行う｡また､速やか

に研究会の議事概要を作成し､これを公表するものとする｡
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｢生活対策｣について(概要)
平成20年10月30日

新たな経済対策に関する政府ヰ党会議､経斉対策閣僚会議合同会議

第1章 基本的考え方

1.金融経済情勢と対策の意義

(世界的な同時不況の兆し)

世界の金融資本帝劇ま100年に一度と言われる混乱に陥っているO本年9月

中旬以降､金融繊 こ加え､実体経済の弱体化が進みつつあり､世界的な景気

後退の兆しが強まっているD

(日本経済の現状と先行き)

海外に比べ､日本の金融システムは陸全であり､これまで安定性は確保され

ている｡しかし､外需に依存してきた日本経済は､世界経済の減速に伴い景気

後退局面に入っており､今後は下降局面が長期化 .深刻化するおそれ｡

(国民生活への影響)

この影響は､いずれ国民一打ミてに到達し､経済的な弱者には大きな波となっ

て押し寄せてくるおそれがあるo暮らしの安心が脅かされている ｢生活者｣､

資金繰りに苦しむ ｢中小 ･′｣＼規模企業｣､都市部との格差に悩む ｢地方｣に対

し､セーフティネットを強化し､緊急の備えを万全にすることが喫緊の課題｡

(新たな成長への展望)

一方で､現下の世界的な金融経済変動に対応していくためには､内需主導の

持続的成長を実現できるよう経済の体質転換を進めていくことが重要である｡

このためには､住宅投資の清隆イヒ 低炭素社会構築に向けた設備投資の促進､

国内金融資産を活かした消費の拡大などが鍵｡

2.5つの基本視点

｢生活対策｣は､国民生活とEj本経済を守るため､以下の5つを基本視点とするo

(1):∋鞄塾麺聖壁蚕建壁蛙より､日本経済立て直uこ取り組む

日本経済は ｢全治3年｣という基本認識の下で､今年度から直ちに日本経

済の立て直しに取り組む｡当面は ｢景気対策｣､中期的には ｢財政再建｣､中

長期的には｢改革による経済成長｣という3段階で､経済財政政策を進める｡
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(2)最優先課題として ｢金融資本市場の安定確保｣に向け万全の措置をとる

国際金融資本市場の安定化に向け国際協調を推進する0日本の金融システ

ムは世界でも最も安定しているが､安定圏封ヒに万全を期す去

日本銀行においては､金融市場の安定確保に取り組むとともに､内外の厳

しい経済金敵情勢の下､政府における本対策や慌壷変革-の組 を踏まえ､

適切かつ機動的な金融政策運営を期待するo

(3)3つの重点分野を位置づけ､その中で ｢生活者｣を一番に置く

｢生活対策｣は､3つの重点分野として､｢生活者の暮らしの安心｣､｢金

融 ･経済の安定強化J､｢地方の底力の発揮｣を位置づけるOこのうち､第一

に､生活者のための ｢暮らしの安心｣を打ち立てる｡

(4)_丁過性の需要創出対策ではなく､.自得堕な r内需主導型経済成長｣への

移行を後押しする

拡大｣による確実な経済成長実現のため､経済の体質を輯奏し､日本経済の

｢底力｣を発揮させることにあるD

(5)経済成長と財政旋全化の両立に向けて取り組む

本対策の実行にあたっても､これまでの政府･与党の方針に沿って対応し､

財政規律の維持の観点から､安易に将来世代に負担をつけまわさず､経済成

長と財政健全化を図っていくDこうした考え方に基づき､

･対策の財源は､赤字国債に依存しない｡

･歳出改革の取組を継続するO

･持続可能な社会保障構築と､その安定財源確保に向けた中期プログラムを

早急に策定する｡この中には､基経年金国庫負担割合を1/2に引き上げるた

めの前提となる税制抜本改革の姿も含める｡



第2章 具体的施策

I.i,･'5者の暮らLの安うめ

畑 緊急支痩両頭

- 生活者の不安にきめ細かく対処するため､家計-の緊急支援として総額2

兆円を限度として生活支援定額給付金 (仮称)の実施や賃金引上げの環境づ

くりに取り組む｡

(仮称)の実施

家計-の緊急支援として､特別減税及びこれに関連する臨醐 鶴り給付金を

施することとしていた｡一方､家計-の緊急支援としての効果をより迅速に実蔓

し､かつ､低所得者にも広く公平に行き渡らせるためには 給付方式によるこ

がより適切であるDこの給付 (封書支援定額給付金 (仮弥))は､経験2兆円を

度として､単年度の措置として今年度内に実施することとし､その実施方式至劉

ついて早急に検討する｡

○経済界に対する賃金引上げの要請

○雇用保険料引下げ等に向けた取租
(雇用保喚料0.4%の範囲内の幅で引き下げること等について関鞘細壷会で検甜

○電卿 ガス

会社に要請

○輸入小麦の政府売渡価格の改定ルール等の早急な見直し

;2"′…,jT･:ニフティネット草岬 )'1.
- 景気後退による影響が最も出やすい非正規労働者､中小企業や地方企業

を中心にセーフティネットを強化し､60万人分の雇用下支え強化を行う｡

D非正規労勘考の馳
(年長フリーター等を積極麗開する事業者ノー奨励金支給など)

○中小重美等の最円維持支援対策の強化
(中小企業等-の助成金の拡充など)

Q塵賊における雇用機会の創出

(｢ふるさと雇用再生糊 り交付金 (仮称)｣の身長封

旧.生活安心確保対

一 国民の生活不安の解消のため､消費者政策の抜本的強化等とともに､10
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万人程度の介護人材等の増強､出産 ･子育て支援､障害者 ･医療 ･年金対策

を推進する｡

○消費者庁の創設など消費者政策の抜本的強化等

(消費者庁の創設､地方の消費生活相談体制の弓封ヒ 食の安全対策の強化､悪徳商

法.振り込め詐欺対策の推進など)

O脚 改 善と人本欄 塀等<介護人材等の10万人増強>

(平成21年度の介護幸闘倣定 (プラス3.0%)等による処遇改善､介護人材等

の緊急確保対策の実施なの

○出産ヰ 育て支援の拡充

(｢安心こども基金 (仮称)｣創設によるサービス緊急整備､｢子育て応援特別手当

(仮糾 ｣の支給､妊酬 瑚ピ割こ向けた取組の推進など)

○障害者支援の拡充

障害者基金の延長･積増しなf)

○医療年 金対策の推進

(医療体制整備､新型インフルエンザ対策強化､年金記録問題-の対応など)

D.金顧･彪浮の安定雛

4.金融資本市場安定対

国際金融資本市場の安定化に向けて､国際協調を推進するとともに､日

本のバブ/レ崩壊後の経験を活か した一段の発信を行 う｡

○匡際 金融資本市場の安定化に向けた積極的取組

(国際協調の推進､日本の経験を活力斗 た一段の発信､アジア地域における金融協

力の一層の撒封

○国内市場の安定に向けた必要な対策の実施

(企業に対する自社株買いの要請､従業員持株会による彰転職 等の円滑化､空売り

規制の強化､空売り規制の厳正な執行等監視の徹底､銀行の株式保有制限の弾力

的運用など)

O｢金高臓 巨の強化のための特別措置に関する法律｣の活用.改善
(金融機船封ヒ法の活用t使い勝手の改善を図るとともに､十分な政府の資本参加

枠の拡大を検討)

○生命保険会社のセーフティネットにおける政府補助の延長

(平成21年4月以降も生命㈱ 蔓機構に対する政麻植助を引き続き可能と

する (平成24年3月末まで))

○適正な金融商品会計に向けた努力へのサポート

(公正イ酎直の算定方法明確化､金融商品の保有目的変更に関する迅速な検討)
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QS艮行の自己資本比率塾を担 =壇睦塾生

(金融機関の金融仲介機能を低下させないため､国際合意の枠牡牛も踏まえ､規制

q)一朝 学力化を図る)

○言ポ封ヒ商品の透明性 信穎性向上及び流通再開に向けた取組

俄 封ヒ商品の販売/レーノレづくりの支援､格付け会社発諌IJの検討など)

○金融枚関の流動性対策

(日本銀行に跡する内外の金融橡関-の潤沢な流動性供給を期待)

○金融証券載祐1】
(金融所得課税の一体化を推し進め､簡素な制度とすることで､個人投資家が投資

しやす1､環境を整備｡上場株式等の配当等について､3年間現行税制を延昆 金

融所得環税の一体化の中で､少額投資のための簡素な優遇措置を創設｡企業型確

定拠出年金における個人拠出 (マッチング拠出)を導入)

なお､銀行等保有株式取得故鰐等の活用などについては､与党において

引き続き検討する｡

匡両 小規模企業等妄画 面1
- 中′ト 小規模企業等の資金繰 り対策を更に拡充するとともに､税制措置

等による活性化を図る｡

Or金融機能の強化のための特別措置に関する法律｣の活用･改善(再掲)
O｢安心実現のための緊急総合対策｣による資金繰り対策の早期実施
Q緊急保証と政府系金融機関等による貸付について 雌 迦壁
実施(｢安心実現のための緊急総合対策｣における9兆円規模に加え､合

丑jO兆円規模に拡大)
｡信用保証協会による緊急保証枠について､｢安心実現のための緊急総合対策｣に

おける6兆円規模に加え､新たに14兆円頬横の追加を行い､合計20兆円競執こ

拡大

･政府系金融機関等による貸付枠について､｢安心実現のための緊急総合対策｣にお

ける3兆円規模に加え､日本政策銅 虫公庫等によるセーフティネット貸付の金利

や貸付条件の見直しを含めた拡充､商工中金による金融危搬対応業務の発動によ

り新たに7兆円規模の追加を行い､合計10兆円規模に拡大

○商工中金､政策投資銀行による金融危機対応業務の発動(再掲)

Q旦杢全墓些海外における事業に対する貸付の拡充

(日本政策金融公庫 (国際協力銀行)の活用)

○民間金融機関による金融仲介機能の強化

(民間金融機関による資金供給の実鋲把握と円滑化の要請､中小 ./j＼規薩企業向け

融資の貸出条件緩和が円滑に行われるための措置と金融検査における徹底)
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○建設業の資金調達の円滑化
(職域建設業経営強†願 組敷 の活開)

○中小企業対策税別､人材確保･研究開発支援

･中/j磯 こ対する嘩曲 率の時限的引下げ

･中小企業め欠損金の繰戻し還付の復活

･人材確保･技術承継支援､研究開発支援

○中小企業の新技術の商品化･調達に向けた一貫支援

(新商品開発の補助･融資､製品性酷刑乱 公的機関の導入､販路開拓など調達ま

でつながる一貫支援)

○下請法､独禁法違反行為への厳正な対処

(違反行為-の厳正な対処､下請保護情報ネットワークの活用)

､㌃ 畢真埋草旦
一 企業活力を高める ｢成長力強化税制｣の導入､世界最先端の研究開発促

進等により日本経済の ｢底力｣を飛掛こ結びつける取組を進める9

0時限的に即時償却を可能とする省エネ･新工ネ設備等の投資促進のため
の税制措置
○海外子会社利益の国内還流

○省エネ璃手工ネ対策､金属資源開発の推進等

(省エネ･新エネ設備等の投資俵屋税制 (再掲)､国内クレジット制度の活用､レ

アメタル･鉄鉱石等の脚

○原油市場安定化に向けた資源外交強化､石油製品価格等市場動向監視

○世界最先端の研究開発､イノベーション促進

(世界最先端の研究開発促進､ライフサイェンス分野の新事業創出に資する規制改

革､技術情報等流出防止､イノベーション創造機構 (仮称).イノベーション特

区 (仮称))

○日本版ESOP(従業員株式所有制度)導入促進のための条件整備

M.鹿方の底力の瀞

匡地域活性イ麺要
一 都市部との格差が拡大している地方の ｢底力｣が発揮できるよう､高速

道路料金の大幅引下げや地嚇蓬済の活す封ヒ､強い農林水産業づくりを進め

る｡

○高速道路料金の大幅引き下げ



(国民生活や地域経済の支援や地球温暖化防止勧 らゝ､①物流効率化のため､
平日､割引がなかった時間帯-の割引の導入等､②観僻 や地域の生活･経済

支援のため､休日､地方馳嶋 津囲J用料金や､首都･阪神甜 ｣用料金の引下

け等を当面平成22年度まで実施)

○地域企業再生､商店街活脚 部封ヒ

(地域力再生換構ゐ早期設立と第3セクター改革､商店街剖封ヒ地軌こおけるICT

基盤整備･ICT利活用､放送デジタノtA打＼円滑柳もPFI活用)

O観光立国の推進
(観光圏の整備促進､宿泊施設等受刈′し体制の整備､出入国管理.査証発給体制整

備等の観点を踏まえた訪日査証の見直し等)

○地域脚 適頻事業等の支壬針

○安全･安心な交通空間確保と物流コストの低減等に直結する交通ネットワ

ニク聖顔

(通学路･交差点などの交通安全対策､鍬 )バリアフリーイヒ 地域バス利便

性向上､LRTプロジェクト､地方活力向上と国際競争力に資する道路ネッ

トワーク整備､都市鉄道の整備等､貨物運送の中小零細企業対策､羽田空港･

｢殴空港(硝安能高質化､スーパー中枢港湾､安全な海上交通路の整備等)

○地域づくりの推進
(美しく活力あるふるさとづくり､過疎地域への定住値生､地或の生活排水対策､

国が整備した施設の油流出の防止､施設周辺の騒音対策等)

Q墓業の将5緑招巧経営の育成と雇用創出等
(水田フル活用に取組む農業者への支援､担い剰こ対する融資の円滑化､施設整備

支援､新規に就農しようとする者の実粉河彦支援､企業的な農業経営を目指した

ネットワーク形成の支援､リース方式による最新生産方式の導入拡大)

O技術開発の加速と農商工連携､国産農産物の積極拙舌用等

(IT技術等の活用促進､農業関係施設の省エネ推進､国産原料を安定的に活用する

農商域 -の支援･地象農産物の販路拡大､畜産経営安定対策の緊急実施､エ

コツーリズムなどと磯 きめ細やかな基整整備の推進等､地域鮒 ヒに向け

た農山漁村施策と関係省庁の施策連携)

○森称 林業の活性化

(国産材の住宅等へ碑 j用拡大､木質バイオマスの利用促進､森困こおける緒網整

備の]萄壁豹

Q丞産業の活性化
(水産物の産地販売力の強化､漁業用資材･餌的料の使用の改善部里†ピ封こよる収

益力強化の支援､水産基盤等の整備手短壁等)

○食に対も裂き頼確保等

7



停故米穀とは知らずに販売.加工した善茸の事業者-の支援等)

○親切でわかりやすい農林水産行政の展開

匡尭 宅投資傭災強化対魂
一 住宅投資を促進するとともに､公共施設の耐震化等の防災対策を進めノ

る｡

○住宅ローン減税(個人所動 重量･拡充等

(最大控除可能額の過去最高永準までの引上げ､環鏡･高齢化問題等のための省エ

ネ ･バリアフリー等の住宅リフォーム減税の検討)

○各種土地税制の延長･拡充等

○容積率の緩和

(高度な環境対策を行う建築物､優良な都市開発プロジェクト等)

○優良な都市開発プロジェクト支援､不動産の証券化､流動化の促進

Q塾主建 空重些墓二適正垂 士法等の円滑な運用･施行に向けた対応

○公共施設の耐震化等防災対策

鮒 三宅等の耐轟化の加速､公共施設の震災対策 (空港､上下水道施設､廃棄

物処理施設､矯正施設､官庁施設等)･グリーン化 ･エコ改修等､道路橋等者研ヒ

の進む社会資本ストックの長寿命化､集中豪雨､津波･高潮対策の実施､気象施

設の整備､都市公園の整備等による都市防災機能の向上､救助技術向上のための

消防団資榛材の充実､個室型店舗等の消防用設備等の自己点検実施支援等緊急防

火対策の徹底)

bLl千･.j'17Ltlttn体立圧量
一 地方公共団体が地域の活性化に積極的に取り組むことができるように支

援する｡

9道路特定財源の一般財源化に際し､1兆円を地方の実情に応じて使用す

る新たな仕組みを作る

○地方自治体(一般会計)に長期･低利の資金を露髄iできる､地方共同の金

融機構の創設について検討する

○地域活性化等に資するきめ細かなインフラ整備などを進めるため､Ir地

域活性化･生活対策臨時交付金｣(仮称)を交付する

○景気後退や本対策に伴う地方税や地方交付税の原資となる国税5税の

減収等について､地方公共団体への適切な財政措置を講じる

8



第3章 財源

0庶務動鰍 の彪

1.国費と事業規毒
〇本対策の財源については､赤字国債に依存しないこととし､そのための特例

措置として､平成20年度における財政投融資特別会計から国債整理基金特

別会計への繰入れを停止するなど財政投融資特別会計の金利変動準備金

の活用等を行うo
O｢生活対策｣の財源である国費と事業規模は､別紙のとおりである｡

2.持続胡 ぬ社会僻 き構築とその安恕棚癖保に向けた中期プログラムの策定

○以下を｢基本骨格｣とする中期プログラムを､年末の税制改正においてとりま

とめる｡

(1)景気回復のための減税等
世界経済の混乱から国民生活を守り､3年以内の景気回復を最優先で

図るため､景気回復期間中に､減税昔置及び生活支援定額給付金 (庭榊

を税制抜本改革を盲摘熟こ時限的に行う｡

(21社会保障安定財源の確保

社会保障制度については､その機能強化と効率化を図る一方､基礎年

金国庫負担割合の2分の1-の引上げに要する財源をはじめ､国 ･地方

を通じて持続可能な社会保障制度とするために安定した財源を確保する
必要がある｡このため､経済状況の好転後に､年金､医療､介護等の社

会保障給付や少子化対策に要する費用の見通しを踏まえつつ､給付に見

合った負担という視点及びこれらの費用をあらゆる世代が広く公平に分

かち合う観点から､消費税を含む税制抜本改革を速やかに開始し､時々

の経済状況をにらみつつ､2010年代半ばまでに段階的に実行するOその

際､国民の解 を深めるため､現在行われている歳出の無駄排除と行政

改革を引き続き行うとともに､社会保障給付とその他の予算とは厳密な

区分経理を図るO



(3)税制抜本改革の全体像

社会保障の安定財源確保をはじめ､我が国の成長力の弓封ヒ､社会にお

けるさまざまな格差の是正など種々の課題に整合的かつ計画的に対応す

るため､本年末に､個人､法人の所得課税､資産課税､消費課税の各税

目の改革の基本的方向性を明らかにした ｢税制抜本改革の全体像｣をわ

かりやすく示し､これに基づき抜本改革を断行する｡
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(別紙)

r生活対策｣の規模

I.生活者の暮らしの安心

1.家計緊急支援対策

2.雇用セーフティネット強化対策

3.生活安心確保対策

i.金融･経済の安定強化
4.金融資本市場安定対策

5.中小･小規模企業等支援対策

6.成長力強化対策

皿 地方の底力の発揮

単位 :兆円

国費 事業費

2.8程度 3.0程度

2.0程度 2.0程度

0.3程度 0.3程度

0.5程度 0.7程度

0.6程度 21.9程度

0.5程度 21.8程度

0.1程度 0.1程度

1.6程度 2.0程度

7.地域活性化対策

8.住宅投資･防災強化対策

9.地方公共団体支援策

合 計

0.8程度 1,0程度

0.2程度 0.4程度

0.6程度 0.6程度

5.0程度 26.9程度

(注)

(注1)財政投融資の追加1.5兆円程度による事業費の増を含むD

(注2)税制措置については､21年度税制改正において具体化O

ll



盤活対策 (抄)
平成20年 10月30日

新たな経済対策に関する政府 ･与党会議､経済対策閣僚会議合同会議

第2章 具体的施策

<第3の重点分野> 地方の底力の発揮

軒 ~面芳云共哩 麺 頭

◇地方公共団体が地域の活性化に積極的に取り組むことができるよう､必要な財政支援措置を講 じる｡

<具体的施策>

○道路特定財源の-般財源化に際し､1兆円を地方の実情に応じて使用する新たな仕組みを作る

酬 亀

○地域活性化等に資するきめ細かなインフラ整備などを進めるため､｢地域活性化 ･生活対策臨時交付金｣(仮称)

を交付する

○景気後退や本対策に伴う地方税や地方交付税の原資となる国税5税の減収等rsつしユて､担方公共団体への適･塾登

財政措置を講立直

圏 地方の底力の発揮のためには､地域経営の主体である地方公共団体が地域の活性化に積極的かつ持

続的な取組みを行っていくことが必要｡そのためには地方公共団体の財政力の強化と自由度を高める

ことが何よりも重要｡

圏 ｢地方共同の金融機構の創設｣もそのための支援策のパッケージのうちの一つとして示されたもの.



地籍債資金の状況

(-.公助

(共助

且 (財政融資資金)

地方の生国腰 金 調達機 関
(地方公営企業等金融機構資金)

銀行等

資本市場 (市場公募債)

: 対象外 :

l________ I

原則として
公営企業のみ

L二運 二二･､

合計⊂重責⊃



く=都道府県
__且 <ii 令 竜

国

一般市町村

捕 完



総務大臣会見(地方共同の金融機構関係)

平成20年10月31日(金)

9:55-10:29

於 :会見室

(冒頭発言)

閣議後､総理と二人でお話をいたしまして､前に総理指示にありました地方

共同の金融機構を作ると､そして長期低利の資金を融通する､そういう機構を

作るというお話に関してですが､総理の指示を仰ぎまして､私から ｢今度の地

方財政審議会の会長でございます神野直彦先生に､早速具体的な方法､方策に

ついて諮りたいというふうに思いますが､よろしいですか｡｣と言って､｢どう

ぞ｡｣ということでございますので､本日､神野教授にお会いをしまして､地方

公共団体の一般会計ですね､公営企業会計は従来からの公営企業金融公庫が､

そして今の地方公営企業等金融機構がやるわけですから､地方自治体の一般会

計に長期低利の資金を融通できる地方の共同金融機構というものの具現化につ

いて､できれば素案作りをお願いしたいということで､今日､神野教授に午後

お会いをして､お話をいたします｡

(質疑応答)

Q :大臣､自治体の融資機関ですが､これは現在の地方公営企業等金融機構を

活用するのか､それとも新しい組織を作るのか｡

A :それはですね､昔からある議論なのですねoつまり今､地方自治体の一般

会計に財投の金が流れていった｡しかしやはり地方の一般会計にお金を貸す､

長期低利で貸す場合は､地方のことをよく熟知している地方の共同機関､共

同機構のようなものの方が適切ではないか｡従来からあった議論で､今まで

は､地方中心に考える総務省の考え方は､実現しませんでした｡

しかし､やはり地方重視の麻生太郎総理の姿勢､麻生総理が総務大臣として､

十分な研究を積み､また経験を積まれたということで､総理の決断によって

はじめて可能になることでありまして､可能になるならば具体策を､具体的

なやり方を地方財政審議会に1日も早く作ってもらおうと思って､今日､神

野教授にお会いをすると申し上げております｡
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の
他
の
金
融
機
関
､
個
人
等
よ
り
公
募
し
-
る
よ
う
に
す

る
｡な

お
､
地
方
団
体
中
央
金
棒
は
恒
久
機
関
と
し
て
一
層
必
要
で
あ
る
｡
金
融
市
場
に
お
け
る
自
由
起
債
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
れ
は
､
府
県
債
あ

る
い
は
五
大
市
債
等
は
有
利
と
な
る
で
あ
ろ
-
が
､
弱
少
市
町
村
の
起
債
は
か
え
っ
て
困
難
と
な
る
か
､
条
件
の
不
利
化
は
免
れ
な
い
｡
地
方
団
体
中

央
金
庫
は
､
こ
の
場
合
主
と
し
て
弱
少
地
方
団
体
の
起
債
を
円
滑
に
す
る
役
割
を
果
さ
ね
ば
な
ら
な
い
｡



(昭
和
三
士

卒
九
月
四
日
自
治
原
案
)

地
方
債
駄
券
公
傭
取
直
寄
鍋
廃

し

7
五

滴
の
設
償
日
的

.弔
小
等

団
体
の
公
碁
地
方
債
の
消
化
高

相
･#
ら
し
め
‥
暗
に
水
道
事
業
･
夷
普

策
等
の
公
営
壷

を
推
進
す
る
た
め
'

地
方
贋

魔
笛

薄
を
儲
澄
す
f0
..

.

二

公
坪
の
性
華

公
庫
は
､
全
額
政
府
出
資
の
公
法
人
と
す
る
｡

三

公
雷

管
茸
金

管

び
拙
僧
恩

讐

竜

&
.
芋

屑

と

し
這

府
の
出
資
板
は
'
昭
聖

十
二
年
度
か
ら
昭
警

十
六
年
菅

で
毎
藁

十
億
円
と
す
る
.

四

公
坪
の
業
務
内

容

公

庫

の
葉
番
内
容
は
次
の
通
り
と
す
る
｡
但
し
､
一
般
的
預
金
業
務
は
行
わ
な
い
｡

臼

公
募
地
方
供
の
応
募
又
は
引
受

(既
凝
析
公
募
地
方
俵
の
低
利
借
換
払
食
む
｡)

肖

政
府
保
証
に
よ
る
公
序
俵
の
東
行

飼

公
庫
境
発
行
に
よ
っ
て
取
層
し
た
資
金
の
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
融
通

(特
に
､
公
募
地
方
境
の
消
化
が
困
難
な
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て

ほ
優
先
的
に
取
扱
う
O)

..困

坂
井
俵
の
引
受
叉
は
応
募
忙
磨
り

作は
水
道
､
歪

等
の
公
営
企
業
'
公
営
住
屯
1
捲
婆
守
の
収
益
的
建
設
事
業
､
新
市
町
村
建
設
事
業
等
を

優
先
各
せ
る
｡

的

地
方
公
共
団
体
の
俵
妨
保
証

的

前
五
号
に
附
帯
す
る
業
務

五

公
庫
倣
､
各
席
境
の
毎
年
度
の
発
行
限
度
板
は
､
二
百
億
円
と
し
､
凝
行
条
件
は
､
公
社
債
の
条
件
と
同
l
と
す
る
｡

六

融
通
条
件

地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
資
金
融
通
に
賓
す
る
経
費
を
勘
案
し
て
定
め
る
｡

七

公
庫
の
組
軸

公
庫
の
範
織
は
､
腐
素
な
も
の
と
し
､
地
方
虹
お
け
る
事
務
は
､
都
道
府
県
等
に
委
託
し
て
布
-
0

八

そ
の
他

公
序
の
予
算
及
び
職
員
の
身
分
取
扱
並
び
に
公
帝
の
業
務
に
関
す
る
関
係
政
府
機
関
の
監
督
等
に
つ
い
て
は
､
国
民
金
融
公
庫
等
の
先

例
に
準
じ
て
定
め
る
｡



地
方
債
証
券
公
庫
設
置
概
要

(昭
和
三
十
一
年
九
月
四
日
)

○

設
鑑
の
日
的

地
方
公
共
団
体
が
､
住
民
の
福
祉
に
横
榛
的
に
寄
与
す
る
建
設
寄
兼
を
執
行
す
る
虹
当
り
起
す
地
方
債
中
の
公
茶
債
は
'
金
融
事
情
が
緩
和
さ
れ

た
現
在
に
お
い
て
す
ら
､
年
利
1
割
を
超
え
る
も
の
が
多
俄
に
の
ぼ
り
地
方
公
共
団
体
の
財
政
に
相
当
の
負
担
な
与
え
て
い
る
現
状
に
鑑
み
､
合
理

的
融
滴
条
件
に
よ
る
公
夢
地
方
債
の
消
化
を
図
り
以
て
地
方
財
政
の
健
全
化
の
維
捧
促
進
を
因
る
と
共
に
､
特
に
水
道
事
業
'
交
通
番
兼
等
の
公
営

企
業
､
公
営
住
宅
､
簡
易
水
道
等
の
収
益
的
建
設
番
茶
の
資
金
を
確
保
し
､
事
業
の
積
極
的
推
進
を
図
る
た
め
'
地
方
債
証
券
公
庫
を
設
置
す
る
｡

○

公
樺
の
性
格
及
び
資
本
金

公
庫
は
､
全
額
政
府
出
資
の
公
法
人
と
す
る
｡

資
本
金
総
額
は
､
五
〇
億
円
と
し
'
昭
和
三
十
二
年
度
以
降
五
年
間
毎
年
1
0
億
円
宛
出
資
す
る
も
の
と
す
る
｡･

〇

業
務
内
容

H
公
募
地
方
俵
の
応
募
又
は
引
受

(既
発
布
公
募
地
方
俵
の
低
利
借
換
を
含
む
｡)毎
年
度
二
〇
〇
億
円

的

地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
短
期
資
金
の
貸
付

的

政
府
保
証
に
よ
る
暁
券
の
発
行
及
び
必
要
な
資
金
の
借
入

的

地
方
公
共
団
体
の
債
務
の
保
証

的

そ
の
他
前
各
号
に
附
帯
す
る
業
務

C
)

公
障
設
置
の
効
果

H

事
業
資
金
の
確
保

昭
和
三
十
二
年
度
の
地
方
放
計
画
に
お
い
て
ほ
､
水
道
事
業
へ
密
通
事
業
等
の
公
営
企
業
等
に
つ
い
て
親
板
的
な
実
施
を
因
る
た
め
'
地
方
債

の
増
額
発
行
を
予
定
し
て
い
る
が
'
こ
の
-
ち
'
政
府
資
金
に
よ
丘
も
の
を
除
い
て
'
公
募
資
金
に
よ
る
も
の
の
大
部
分
を
ま
と
め
て
公
庫
で
引

受
け
､
政
府
保
証
に
よ
る
公
停
債
を
発
行
し
て
民
間
資
金
の
導
入
を
図
る
こ
と
に
よ
っ
て
､
寄
染
資
金
を
確
保
し
ょ
-
と
す
る
も
の
で
あ
る
｡

j
T

公
営
企
業
'
収
益
的
建
設
事
業
等
の
促
進

水
道
事
業
'
交
通
事
業
等
の
公
営
企
業
ば
か
り
で
な
く
'
公
営
住
宅
'
簡
易
水
道
事
業
､
韓
糖
等
の
収
益
的
建
設
事
業
等
に
つ
い
て
､
そ
の
実

施
は
'
現
在
緊
要
な
も
の
で
あ
る
の
で
'
昭
和
三
十
二
年
度
に
お
い
て
ほ
'
地
方
俵
の
増
街
発
行
を
予
定
し
て
い
る
こ
と
は
前
記
3:
の
と
お
-
で

あ
る
｡
と
の
-
も
､
政
府
資
金
に
よ
る
も
の
は
'
更
に
増
領
を
図
る
と
し
て
も
原
資
と
の
関
係
で
限
度
が
あ
る
の
で
'
残
余
に
つ
い
て
は
'
勢
い

公
募
資
金
に
板
ら
ざ
る
を
得
な
い
｡
公
募
地
方
俵
に
つ
い
て
は
､
著
し
く
消
化
が
困
難
な
市
町
村
p
高
金
利
で
消
化
し
て
い
る
市
町
村
等
が
あ
る

の
で
'
許
可
が
あ
っ
た
公
募
地
方
債
の
-
ち
､
自
ら
の
刀
で
合
理
的
な
消
化
が
行
え
る
も
の
を
除
い
て
大
部
分
の
も
の
を
ま
と
め
て
公
庫
で
合
理

的
な
消
化
を
図
ろ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
｡
従

っ
て
'
そ
の
結
果
'
建
設
費
用
の
適
正
化
を
来
す
は
か
り
で
な
く

低
料
金
を
確
保
で
き
'
事
業

の
促
進
と
な
る
の
で
あ
る
Q

公
営
企
業
及
び
収
益
的
建
設
事
業
の
ほ
か
､
新
市
町
村
建
設
却
兼
と
し
て
行
-
道
路
の
新
設
改
良
'
庁
舎
の
増
改
築
等
を
も
優
先
的
に
取
接
-

こ
と
と
し
て
い
る
O



⇔

公
僚
費
漸
騰
の
1
頚
と
し
て
の
新
洩
発
布
の
公
碁

地
方
債
の
条
件
解
和
及
び
既
発
街
の
公
募
地
方
債
の
低
利
借
換

3

新
規
発
行
の
公
募
.#
方
牧
は
'
自
ら
の
力
で
合
理
的
な
消
化
が
行
え
る
旧
拒
定
地
方
密
教
除
い
て
'
大
部
分
の
も
の
な
公
樽
で
引
受
け
'
従

来
よ
り
条
件
を
淑
和
す
る
｡

発
ず
'
利
率
に
つ
い
て
杜
､
現
行
の
旧
据
定
地
方
放
以
外
の
も
の
の
条
件
よ
り
も
低
く
す
る
の
で
'
地
方
公
共
団
体
の
金
利
負
担
の
曜
減
を

図
る
こ
と
に
な
る
C
現
在
へ
年
利

1
割
前
後
で
発
行
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
市
町
村
が
多
い
が
､
こ
れ
が
七
分
二
､
三
度
程
度
で
公
僻
が
引

受
け
る
こ
と
と
な
る
｡

ノ

供
濃
期
限
に
つ
い
て
は
'
現
行
の
平
均
七
年

(据
些

奉

を
含
む
q)
を
取
敢
え
ず
十
二
年

(据
琴

1年
を
含
む
｡)程
度
に
延
伸
し
､
な
お
公

庫
秒
.m
礎
の
確
立
に
殿
応
し
て
更
に
施
設
の
耐
用
年
数
に
応
ず
る
よ
-
改
訂
す
る
も
の
と
し
公
使
費
の
負
担
聴
接
を
図
る
｡

倒

既
苑
行
公
募
地
方
債
の
低
利
借
換
を
行
い
'
地
方
公
共
団
体
の
負
担
の
軽
減
を
図
る
｡

昭
和
二
十
九
免
疫
末
の
公
碁
地
方
債
現
峯
舟
は
左
記
の
と
お
り
で
あ
り
'
こ
れ
ら
を
そ
れ
ぞ
れ
七
分
二
､
三
尾
程
度
に
借
換
し
ょ
ぅ
と
す
る

も
の
で
あ
る
｡

(単
位

倦
円
)

絢

地
方
公
共
切
蒔
1
特
に
市
町
村
に
対
す
る
短
期
資
金
の
低
利
融
通

公
庫
は
'
長
期
資
金
の
億
か
､
手
蒋
資
金
を
も
っ
て
短
期
資
金

二
時
借
入
金
)
を
低
利
に
馳
適
し
'
市
町
村
の
貸
金
練
り
を
円
滑
に
し
よ
-

と
す
る
も
の
で
あ
繁

.現
在
'
市
町
村
で
は
'
低
利
な
政
府
資
金
の
は
か
､

金
の
供
胎
は
､
必
ず
し
も
鮎
焚
せ
充
分
に
消
し
て
い
な
い
の
で
､
公
庫
は
､
相
当
な
鮫
を
高
利
で
特
定
金
融
機
関
か
ら
借
り
入
れ
て
い
る
が
r
斡

金
に
近
い
低
金
利
で
運
用
+
.る
こ
と
と
し
て
い
る
｡

的

地
方
公
共
団
体
の
倣
滞
晩
証

公
序
轄

地
方
公
共
団
体
の
庶
務
保
証
を
行
う
が
,
こ
れ
に
よ
っ
て
手
許
資
金
以
上
に
資
金
運
用
が
行
え
る
C

的

借
入
手
続
の
簡
素
化

公
赤
地
方
墳
に
つ
い
て
は
､
個
々
の
地
方
釜

ハ団
体
が
行
-
こ
と
な
く

公
庫
が
ま
と
め
て
引
受
け
る
の
で
､
借
入
手
続
の
簡
素
化
を
図
れ
る

は
か
り
で
な
く

資
金
借
入
が
容
易
'
且
つ
､
敏
速
に
行
え
る
｡

的

附
帯
業
務
と
し
て
の
各
種
あ
っ
旋
､
各
頓
調
査
等

公
序
は
､
地
方
公
弗
団
体
の
申
出
に
を
ソ
'
各
種
の
技
術
援
助
､
資
材
購
入
､
金
融
等
の
あ
っ
雄
に
応
ず
る
と
と
も
に
､
当
該
融
通
額
兼
の
各

機
関
蜜
等
も
行
-
も
の
で
あ
る
｡
こ
山
嶺

AFr
公
碑
は
'
関
係
官
庁
､
各
種
団
体
と
密
篠
底

屈

を
と
る
8



公営企業金融公庫の改組構想 (大綱)

(昭和51年 自治省)

名称の変更

｢公営企業金融公庫｣を｢地方団体金融公庫 (仮称)｣とする｡

改組の趣旨

1 地方債資金の安定確保を保障し､地方財政の基盤の強化を

期すること0

2 地方債資金の質的改善を図ること｡

3 地方公共団体の民間資金の調達の円滑化に資すること｡

業務の範囲

公営企業に係る地方債に限定することなく､普通会計債につ

いても資金を融通することができるようにすること｡

四 公庫の資金の調達

政府保証債の枠を拡大するとともに､新たに市場実勢を反映

した条件で ｢特別公募債｣(政府保証のない公募債)を発行し

て資金を調達すること

五 金利補てん措置

公営競技納付金でもって金利を補てんし､地方公共団体に対

してはできるだけ良質な公庫資金を供給すること｡



地方分権推進委員会 最終報告 (抄)

一分権型社会の創造 :その道筋-

(平成13年6月14日)

第3章 第2時分権改革の始動に向けて

一地方税財源充実確保方策についての提言-

Ⅳ 地方税源充実に対応する国庫補助負担金､地方交付税等の改革

4 地方債資金の円滑な調達

地方税源の充実確保によるこれからの税財政面での地方の自

己決定権の拡充に伴い､地方公共団体が資金を安定的 ･円滑に

調達できるよう､地方債の共同発行機関の重要性が増していく

ものと考えられるので､その間題についての検討が今後必要で

あると考えられる｡




